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中国個人所得税の概要
－中国個人所得税の基礎および典型的な留意点－

Ⅰ- 1
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Ⅰ中国個人所得税の概要およびケーススタディ
Ⅰ-1 中国個人所得税の概要－中国個人所得税の基礎および典型的な留意点－
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税収環境（2/2）ー 個人所得税収入推移

Ⅰ中国個人所得税の概要およびケーススタディ
Ⅰ-1 中国個人所得税の概要－中国個人所得税の基礎および典型的な留意点－

単位:億人民元
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課税項目（分離課税） 税率

賃金、給与所得 7段階（3％から45％）の超過累進税率

個人工商業者の生産、経営所得
5段階（5％から35％）の超過累進税率

経営請負、経営リース請負所得

役務報酬所得

原則20％
各種特例計算あり

原稿報酬所得

特許権使用料所得

財産賃貸所得

財産譲渡所得

利子、株式利子、配当所得 20％
貯蓄性預金利子は暫定的に免税

一時所得
20％

その他の所得

所得区分及び税率一覧

Ⅰ中国個人所得税の概要およびケーススタディ
Ⅰ-1 中国個人所得税の概要－中国個人所得税の基礎および典型的な留意点－
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出向者に係る中国個人所得税の概要 納税義務の区分と課税所得の範囲

Ⅰ中国個人所得税の概要およびケーススタディ
Ⅰ-1 中国個人所得税の概要－中国個人所得税の基礎および典型的な留意点－

納税義務者の区分と課税所得の範囲

納税義務者の区分 居住期間
源泉所得と納税義務の有無

中国国内
源泉所得

中国国外
源泉所得

中国国内に
「住所」あり（注1）

－ － 課税

中国国内に
「住所」なし

居住者
5年超 課税

1年以上5年以下 課税 非課税

非居住者
1年未満 課税 非課税

「短期滞在者」規定
に該当（注2）

非課税

（注1）住所とは、戸籍、家庭、経済的利益等の関係により、中国国内に習慣的に居住する個人をいい、
単に特定期間居住しているという事実のみで住所を有しているとはならない。よって、外国人駐在員のほとんどが住所なしに該当する。

（注2）「短期滞在者」規定は、租税条約上の恩恵であり、その判定は次ページを参照。なお、租税条約の恩恵を受けるためには、税務当局に
対して備案（調査に備えて必要書類を提出）を行う必要あり（国税発[2009]124号）
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出向者に係る中国個人所得税の概要 納税義務の区分と課税所得の範囲

Ⅰ中国個人所得税の概要およびケーススタディ
Ⅰ-1 中国個人所得税の概要－中国個人所得税の基礎および典型的な留意点－

居住者・非居住者の判定

居住者・非居住者の判定
 1年以上の居住の有無の判定
は、暦年で365日居住している
かどうかにて判定

 「一時出国」規定を超える出国
履歴がある場合は、その日数を
控除できる

 「一時出国」規定
► 年間累計90日以下の出国
► 一回につき30日以下の出国
⇒ 1年未満の非居住者となる

国内源泉所得・
国外源泉所得の判定

 雇用契約が履行される場所に
よって判定するため、賃金‧給与
の支払場所は無関係

 国外源泉所得の例：
日本の留守宅に係る賃貸料収
入で、中国国外で支払いを受け
るもの

「短期滞在者」の判定

以下の要件の全てを満たす場合
は、短期滞在者に該当する

① 年間（1月1日～12月31日）
の勤務滞在日数が183日以下
であること

② 報酬等の支払者（雇用者）
が中国の居住者でないこと

③ 雇用者が中国に有する恒久的
施設又は固定的施設（PE）
によってその報酬等が負担（付
替え）されるものではないこと
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税込給与から計算する場合： 税込給与－ 費用控除額

手取給与から計算する場合： （手取給与－ 費用控除額 －速算控除額）÷（1－適用税率）

外国人： 4,800人民元（外国の永住権を持つ中国人を含む）
中国人： 3,500人民元

出向者に係る中国個人所得税の概要

Ⅰ中国個人所得税の概要およびケーススタディ
Ⅰ-1 中国個人所得税の概要－中国個人所得税の基礎および典型的な留意点－

賃金‧給与所得に含まれるもの
 就職‧雇用により得られるあらゆる報酬
 現金、有価証券、その他あらゆる形式の補助が含まれる

賃金・給与に係る課税所得金額の算定方法と
超過累進税率

賃金・給与所得に係る納付税額＝ 課税給与所得金額 × 超過累進税率 － 速算控除額

賃金・給与所得に係る納付税額の算定方法

課税給与所得金額の算定方法

費用控除額
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出向者に係る中国個人所得税の概要

Ⅰ中国個人所得税の概要およびケーススタディ
Ⅰ-1 中国個人所得税の概要－中国個人所得税の基礎および典型的な留意点－

賃金・給与に係る課税所得金額の算定方法と
超過累進税率

賃金・給与所得に係る超過累進税率表（費用控除額控除後の金額）

等級
①欄

税込給与
（人民元）

②欄
手取給与
（人民元）

税率
（％）

速算控除額
（人民元）

1 1,500以下 1,455以下 3 0

2 1,500超、4,500以下 1,455超、4,155以下 10 105

3 4,500超、9,000以下 4,155超、7,755以下 20 555

4 9,000超、35,000以下 7,755超、27,255以下 25 1,005

5 35,000超、55,000以下 27,255超、41,255以下 30 2,755

6 55,000超、80,000以下 41,255超、57,505以下 35 5,505

7 80,000超 57,505超 45 13,505
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出向者に係る中国個人所得税の概要 個人所得税の源泉徴収制度

Ⅰ中国個人所得税の概要およびケーススタディ
Ⅰ-1 中国個人所得税の概要－中国個人所得税の基礎および典型的な留意点－

源泉徴収義務者（すなわち雇用者）の義務

 中国では月次申告制度が導入されているた
め、納付税額は毎月確定する（年末調整
制度なし）

 月次毎の納付税額は、翌月15日までに
納付

滞納金及びペナルティ

源泉徴収義務者（即ち雇用者）に
対するもの
源泉徴収義務を怠った場合：
納付税額に対して1日0.05％の滞納金、
及び納付税額に対して50％から300％の
ペナルティ

納税義務者（即ち個人）に対するもの
源泉徴収義務者が徴収税額の納付義務或い
は源泉徴収義務を履行しない場合：
納税者に対して納付税額の徴収
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年度確定申告を実施する必要がある者

次のいずれかに該当する場合は、納税義務者
は、所轄税務当局に対して申告納税を行わな
ければならない

 その年における年収が12万人民元以上の者

 中国国内において2ヵ所以上から給与所得を
得ている者

 中国国外から所得を受けている者
 課税所得があるが源泉徴収義務者が
いない者

出向者に係る中国個人所得税の概要 個人所得税の年度確定申告制度

Ⅰ中国個人所得税の概要およびケーススタディ
Ⅰ-1 中国個人所得税の概要－中国個人所得税の基礎および典型的な留意点－

年度確定申告書は、
その年の翌年3月31日までに提出する
必要がある

中国に住所のない個人で、かつ、中国滞在
1年未満の非居住者は、年度確定申告不要
（つまり、「一時出国」規定を超える出国履歴
がある者は、年度確定申告が不要となる）



中国個人所得税の事例
Ⅰ- 2
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年次一括賞与
RMB120,000

出向者に係る中国個人所得税の概要 賞与の取扱い

Ⅰ中国個人所得税の概要およびケーススタディ
Ⅰ-2 中国個人所得税の事例

年次一括賞与とは、企業等
の年間の業績や従業員の年
間業務成績を総合的に考課
した上で従業員に 支給され
る一括支給型の賞与をいう

賞与の取扱い
年次一括賞与の取扱い

年俸制や成果主義給与制を
導入する組織から個人が取得
する、年末に計算支給される年
俸や成果主義能力給もこの
「年次一括賞与」として取扱う

年次一括賞与については、そ
の賞与支給金額を12で除し
た金額に係る適用税率及び
速算控除額を用いて税額を
算定する

1 2 3

RMB10,000に係る
 適用税率 25％
 速算控除額 1,005

× 25％ － 1,005 ＝ RMB28,995
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事例分析1 年2回以上賞与（1/2）

Ⅰ中国個人所得税の概要およびケーススタディ
Ⅰ-2 中国個人所得税の事例

日本人従業員
中国会社に派遣され
財務責任者を勤める
月給50,000元

2016年2月に
80,000元の奨金を

支払った

2016年12月に
100,000元の奨金を

支払った

A社

(80,000+100,000)÷12=15,000元
個人所得税税率表により、15,000元の適用税率が25%であり、速算控除
額が1,005であるため、
納付すべき税額= (80,000+100,000) ×25%-1,005=43,995元

A社が源泉徴収した
個人所得税
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事例分析1 年2回以上賞与（2/2）

Ⅰ中国個人所得税の概要およびケーススタディ
Ⅰ-2 中国個人所得税の事例

日本人従業員、月給50,000元
中国会社に派遣され、財務責任者を勤める

一納税年度において、各納税者に対して当該税額計算方法一度だけ
採用することを許可される。金額の高いほうを選び、計算することもできる。
なお、何回かの賞与を併せて支払うオプションも考えられ得る。

A社が源泉徴収
した個人所得税

A社

2016年2月に
80,000元の奨金を

支払った

2016年12月に
100,000元の奨金を

支払った

年間一回性賞与に
より納税
100,000÷12 = 
8,333.33元

個人所得税税率表
により、 8,333.33元
の適用税率が20%
であり、速算控除額
が555であるため、

納付すべき税額
= 100,000×20%-
555
= 19,445元

月給に入れて納税

80,000+50,000 -
4,800 =125,200元

個人所得税税率表
により、125,200元
の適用税率が45%
であり、速算控除額
が5,375であるため、

納付すべき税額
= 125,200*45%-
15,375
= 40,965元
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出向者に係る中国個人所得税の概要 国内払い給与と国内源泉所得の違い

Ⅰ中国個人所得税の概要およびケーススタディ
Ⅰ-2 中国個人所得税の事例

中国国内源泉所得とは？

中国国内源泉所得とは、個人が中国国内での勤務によって稼得した報酬
 よって、例え中国国外で支給された給与であっても、その金額が中国国内で
の勤務のために支給されているものであれば、中国国内源泉所得に該当する

 報酬には、金銭の他、経済的利益も含まれる。

よって、中国払い給与のみ課税という考え方はない
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日本人従業員
中国会社に派遣され、財務責任者を務める

（日本にて職務無し）

2016年12月に
日本会社から給与を

120万円取得した
（約10万元相当）

2016年12月に
中国会社から給与を

12万元取得した

事例分析 2 国外払い給与（1/2）

Ⅰ中国個人所得税の概要およびケーススタディ
Ⅰ-2 中国個人所得税の事例

課税所得額=120,000-4,800=115,200元
個人所得税税率表により、115,200元の適用税率が45%であり、
速算控除額が13,505であるため、
納付すべき税額= 115,200×45%-13,505=38,335元

A社が源泉徴収した
個人所得税
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日本人従業員
中国会社に派遣され、財務責任者を務める

（日本にて職務無し）

事例分析 2 国外払い給与（2/2）

Ⅰ中国個人所得税の概要およびケーススタディ
Ⅰ-2 中国個人所得税の事例

課税所得額= 100,000+120,000－4,800=215,200元
個人所得税税率表により、 215,200元の適用税率が45%であり、
速算控除額が13,505であるため、
納付すべき税額= 215,200×45%-13,505=83,335元

A社が源泉徴収した
個人所得税

2016年12月に
日本会社から給与を

120万円取得した
（約10万元相当）

2016年12月に
中国会社から給与を

12万元取得した
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事例分析 3 国外払い給与、1年未満居住者（1/2）

Ⅰ中国個人所得税の概要およびケーススタディ
Ⅰ-2 中国個人所得税の事例

日本人従業員
中国会社に派遣され、財務責任者を務めている同時に、

日本会社において、役員を務めている
当月国内仕事日数は20日間

課税所得額=120,000-4,800=115,200元
個人所得税税率表により、 115,200元の適用税率が45%であり、
速算控除額が13,505であるため、
納付すべき税額= 115,200×45%-13,505=38,335元

A社が源泉徴収した
個人所得税

2016年11月に
日本会社から給与を

200万円取得した
（約16万元相当）

2016年11月に
中国会社から給与を

12万元取得した
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事例分析 3 国外払い給与、1年未満居住者（2/2）

Ⅰ中国個人所得税の概要およびケーススタディ
Ⅰ-2 中国個人所得税の事例

日本人従業員
中国会社に派遣され、財務責任者を務めている同時に、

日本会社において、役員を務めている
当月国内仕事日数は20日間

160,000+120,000-4,800=275,200元
個人所得税税率表により、 275,200元の適用税率が45%であり、
速算控除額が13,505であるため、
納付すべき税額=（ 275,200×45%-13,505）*20 ÷ 30=73,556.67元

A社が源泉徴収した
個人所得税

2016年11月に日本会社
から給与を200万円取得
した（約16万元相当）

2016年11月に
中国会社から給与を

12万元取得した
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事例分析 4 経済的利益（1/2）

Ⅰ中国個人所得税の概要およびケーススタディ
Ⅰ-2 中国個人所得税の事例

日本人従業員
中国会社に派遣され、財務責任者を務める

課税所得額= 120,000－4,800=115,200元
個人所得税税率表により、 115,200元の適用税率が45%であり、
速算控除額が13,505であるため、
納付すべき税額= 115,200×45%-13,505=38,335元

A社が源泉徴収した
個人所得税

ゴルフクラブの
高級個人会員になった
会員費は50万元/年
会社が支払った

2016年1月に
給与を120,000元

取得した

A社
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事例分析 4 経済的利益（2/2）

Ⅰ中国個人所得税の概要およびケーススタディ
Ⅰ-2 中国個人所得税の事例

日本人従業員
中国会社に派遣され、財務責任者を務める

課税所得額= 120,000+（500,000 ÷ 12）－4,800=156,866.67元
個人所得税税率表により、 156,866.67元の適用税率が45%であり、
速算控除額が13,505であるため、
納付すべき税額= 156,866.67×45%-13,505=57,085元

A社が源泉徴収した
個人所得税

ゴルフクラブの
高級個人会員になった
会員費は50万元/年
会社が支払った

2016年1月に
給与を120,000元

取得した

A社
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出向者に係る中国個人所得税の概要 税込給与と手取給与の違い

Ⅰ中国個人所得税の概要およびケーススタディ
Ⅰ-2 中国個人所得税の事例

税込給与とは？
中国個人所得税を個人が負担するアレンジ
 通常通りの計算式を利用して計算する。

手取給与とは？
中国個人所得税を会社が負担するアレンジ（いわゆる手取保証）
 個人所得税を会社が行うことにより、会社が負担した税額部分も個人所得
税が課されるため、いわゆるグロスアップ計算が必要となる。そのため、グロス
アップ用の算式を利用して計算する。

計算式が異なることに留意が必要
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事例分析 5 税金会社負担（1/2）

Ⅰ中国個人所得税の概要およびケーススタディ
Ⅰ-2 中国個人所得税の事例

課税所得額= 120,000-4,800=115,200元
個人所得税税率表により、 115,200元の適用税率が45%であり、
速算控除額が13,505であるため、
納付すべき税額= 115,200×45%-13,505=38,335元

A社が源泉徴収した
個人所得税

A社

日本人従業員
中国会社に派遣され

財務責任者を務めている

2016年12月に手取給与を
12万元支払った

A社は税金を
全額負担する
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事例分析 5 税金会社負担（2/2）

Ⅰ中国個人所得税の概要およびケーススタディ
Ⅰ-2 中国個人所得税の事例

120,000-4,800=115,200元
個人所得税税率表により、手取給与115,200元の適用税率が45%であり、
速算控除額が13,505であるため、
課税所得額= (120,000-4,800-13,505) ÷(1-45%）=184,900元
184,900元の適用税率が45%であり、速算控除額が13,505であるため、
納付すべき税額= 184,900×45%-13,505=69,700元

A社が源泉徴収した
個人所得税

A社

日本人従業員
中国会社に派遣され

財務責任者を務めている

2016年12月に手取給与を
12万元支払った

A社は税金を
全額負担する
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1年目

出向者に係る中国個人所得税の概要 5年超居住者に対する課税

Ⅰ中国個人所得税の概要およびケーススタディ
Ⅰ-2 中国個人所得税の事例

5年超居住者の判定
 中国国内に連続して満5年居住した場合において、6年目以降の年中に
満1年居住したときは、全世界所得に対して申告納税する必要がある

 よって、5年超居住者が6年目以降に満1年居住した場合には、中国での
給与課税の他に、日本や海外にて獲得した所得に対しても課税される

2年目 3年目 4年目 5年目

2011.1.1 2011.12.31 2012.12.31 2013.12.31 2014.12.31 2015.12.31

中国入国

満1年 満2年 満3年 満4年 満5年

要税務対策
6年目

2016.1.1～
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事例分析 6 5年超居住（1/2）

Ⅰ中国個人所得税の概要およびケーススタディ
Ⅰ-2 中国個人所得税の事例

日本人従業員
中国会社に派遣され、財務責任者を務めている
中国国内に居住満5年、且つ2016年に居住満1年

2016年11月に給与
を12万元取得した

2016年11月に
日本の不動
産を

4,000万円で販売した
（約200万元相当）

A社が源泉徴収
した個人所得税

課税所得額
=120,000-4,800
=115,200元

個人所得税税率表により、
115,200元の適用税率が
45%であり、速算控除額が
13,505であるため、

納付すべき税額
= 115,200 ×45%-
13,505=38,335元

2011.1 2012.1 2013.1 2014.1 2015.1 2016.1

中国へ来た
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事例分析 6 5年超居住（2/2）

Ⅰ中国個人所得税の概要およびケーススタディ
Ⅰ-2 中国個人所得税の事例

日本人従業員
中国会社に派遣され財務責任者を務めている

2016年11月に給与
を12万元取得した

2016年11月に
日本の不動産を

4,000万円で販売した
（約200万元相当）

A社が源泉徴収した
個人所得税
法規により、中国国内に連
続居住満5年後、6年目か
らの後年度中で居住満1年
の場合、中国国内および国
外源泉所得に納税申告す
べきため、当該従業員は日
本不動産販売の所得に
20%の税率で納税すべき。
アドバイス
① 5年目に当該従業員を一度30日
以上或いは累計で90日出国させ、
次の年度から改めて5年を計算する
ことができる。

② 国外源泉所得を取得した当年、
一度に30日以上或いは累計で90
日以上を出国される場合には、国
内源泉所得だけにより納税申告し、
日本不動産の販売所得には中国
で個人所得税を課さない。

2011.1 2012.1 2013.1 2014.1 2015.1 2016.1

中国へ来た 税務対策
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外国籍個人に対する各種免除規定 規定の概要（財税字［1994］20号）

Ⅰ中国個人所得税の概要およびケーススタディ
Ⅰ-2 中国個人所得税の事例

外国籍個人に対する
非現金（経済的利益）手当・実費手当

外国籍個人に対する以下の手当については、
当分の間、個人所得税を免除する

 住宅手当
（水道光熱費、駐車場代は含まない）

 食事手当
 クリーニング手当
 引越手当
 ホームリーブ手当
（年2回まで、本人分のみ）

 語学研修手当（本人分のみ）
 子女教育費手当（バス代、食事代、教科
書代、レクリエーション代等は含まない）

所轄税務当局の審査によって妥当と認められ
る金額に限られ、かつ、有効な証票が必要

ただし、実務上、税務当局は、妥当な金額の
提言を避ける傾向にあるため、過去の経験値
等が有効となる
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課税所得額= 120,000－4,800=115,200元
個人所得税税率表により、 115,200元の適用税率が45%であり、
速算控除額が13,505であるため、
納付すべき税額= 115,200×45%-13,505=38,335元

A社が源泉徴収した
個人所得税

事例分析7 免税手当（1/2）

Ⅰ中国個人所得税の概要およびケーススタディ
Ⅰ-2 中国個人所得税の事例

日本人従業員
中国会社に派遣され財務責任者を務める

2016年1月に住宅手
当を10,000元取得した

2016年1月に給与を
120,000元取得した

偽物の発票

A社
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法規により、外国籍個人は住宅手当が個人所得税免除だが、有効な証拠を
提供しなければならない。
課税所得額= 120,000+10,000－4,800=125,200元
個人所得税税率表により、 125,200元の適用税率が45%であり、
速算控除額が13,505であるため、
納付すべき税額= 125,200×45%-13,505=42,835元

A社が源泉徴収した
個人所得税

事例分析7 免税手当（2/2）

Ⅰ中国個人所得税の概要およびケーススタディ
Ⅰ-2 中国個人所得税の事例

日本人従業員
中国会社に派遣され財務責任者を務める

2016年1月に住宅手
当を10,000元取得した

2016年1月に給与を
120,000元取得した

偽物の発票

A社
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事例分析8 短期滞在者免税（1/2）

Ⅰ中国個人所得税の概要およびケーススタディ
Ⅰ-2 中国個人所得税の事例

日本人従業員は
中国子会社に
短期（四ヶ月）
派遣された。

中国子会社

A社が源泉徴収した個人所得税

当該従業員は中国国内において居住183
日以下のため、個人所得税を源泉徴収し
ない。

日本会社
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事例分析8 短期滞在者免税（2/2）

Ⅰ中国個人所得税の概要およびケーススタディ
Ⅰ-2 中国個人所得税の事例

日本人従業員は
中国子会社に
短期（四ヶ月）
派遣された。

日本会社

中国子会社

日中租税条約第十五条
非独立個人勤務

日本の居住者が中国で取得する報酬に関
して、以下の三つの条件を満たす場合には、
日本でのみ納税

 当該暦年、中国に連続或いは累計で
183日以下滞在する。

 当該報酬は中国居住者の支払い或いは
立替ではない。

 当該報酬は中国における日本会社の常
設機構或いは固定的施設（PE）が支
払うのものではない。
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外国籍個人に対する日本の社会保険料（会社負担分）の課税所得算入問題

Ⅰ中国個人所得税の概要およびケーススタディ
Ⅰ-2 中国個人所得税の事例

日本本社が負担している日本の社会保険料は課税対象となる

過去において免除通
達があったが現在は
失効している

過去の免税通達に基
づき、課税対象として
いない日系企業は
多い

理論上は、失効した
通達以外に、免税と
なる根拠がないため、
課税対象になる
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課税所得額= 120,000－4,800=115,200元
個人所得税税率表により、 115,200元の適用税率が20%であり、
速算控除額が555であるため、
納付すべき税額= 115,200×45%-13,505=38,335元

A社が源泉徴収した
個人所得税

事例分析9 日本社会保険料（1/2）

Ⅰ中国個人所得税の概要およびケーススタディ
Ⅰ-2 中国個人所得税の事例

日本人従業員、中国会社に派遣され
財務責任者を務める

会社が社員の
日本社会保険料を
20,000元支払った。2012年1月に

給与を120,000元
取得した

日本社会保険庁A社
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課税所得額= 120,000+20,000－4,800=135,200元
個人所得税税率表により、 135,200元の適用税率が20%であり、
速算控除額が555であるため、
納付すべき税額= 135,200×45%-13,505=47,335元

A社が源泉徴収した
個人所得税

事例分析9 日本社会保険料（2/2）

Ⅰ中国個人所得税の概要およびケーススタディ
Ⅰ-2 中国個人所得税の事例

日本人従業員、中国会社に派遣され
財務責任者を務める

会社が社員の
日本社会保険料を
20,000元支払った。2012年1月に

給与を120,000元
取得した

日本社会保険庁A社



日本出国時・帰任時に関わる
日本と中国の個人所得税
－ケーススタディ－

Ⅰ- 3
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賞与計算期間
12/1 – 5/31

日本出国時・帰任時に関わる日本と中国の個人所得税 ケース全体の流れ

Ⅰ中国個人所得税の概要およびケーススタディ
Ⅰ- 3 日本出国時・帰任時に関わる日本と中国の個人所得税－ケーススタディ－

日本人であるA氏はX1年4/1付で中国へ赴任することとなった。
A氏の出向期間は5年の予定である。ケース

給与計算期間
3/16 – 4/15

① 赴任時の給与に対する課税（中国に着任後に受取る給与に対する課税）
② 赴任時の賞与に対する課税（中国に着任後に受取る賞与に対する課税）
③ 中国赴任中に受取る退職金に対する課税
④ 帰任時の給与に対する課税（日本に帰任後に受取る給与に対する課税）
⑤ 帰任時の賞与に対する課税（日本に帰任後に受取る賞与に対する課税）

賞与計算期間
12/1 – 5/31

給与計算期間
3/16 – 4/15

①4/20
給与支給
▼

②6/30
賞与支給
▼

④4/20
給与支給
▼

⑤6/30
賞与支給
▼

③X3年3/31
退職金支給
▼

中国
赴任

日本
帰任

X1年4/1 X6年3/31
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①赴任時の給与に対する課税（1/2）

日本出国時・帰任時に関わる日本と中国の個人所得税

Ⅰ中国個人所得税の概要およびケーススタディ
Ⅰ- 3 日本出国時・帰任時に関わる日本と中国の個人所得税－ケーススタディ－

【日本での課税】

3/16 Ｘ1年 4/1 4/15 4/20
給与計算期間（31日）

出 国 支給日

 計算期間の中途で居住者から非居住者となる ⇒ 給与の支給日は非居住者

 計算期間が1ヵ月以下、かつ、その給与の全額
が国内勤務に対応するものではない ⇒

3月16日から4月1日までが日本勤務分
4月2日から4月15日までが中国勤務分

 課税しなくても差し支えない

 A氏はX1年4/1に日本を出国し、X1年4/20に給与80,000人民元
（130万円）の支給を受けた。

 A氏は、この給与のうちから個人所得税の納税を行う。
ケース
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①赴任時の給与に対する課税（2/2）

日本出国時・帰任時に関わる日本と中国の個人所得税

Ⅰ中国個人所得税の概要およびケーススタディ
Ⅰ- 3 日本出国時・帰任時に関わる日本と中国の個人所得税－ケーススタディ－

【中国での課税】

3/16 Ｘ1年 4/1 4/15 4/20
給与計算期間（31日）

出 国 支給日

短期滞在者免税規定②
「報酬等の支払者（雇用者）が中国の居住者
でないこと」⇒中国の居住者から給与を得ている
ため、短期滞在者免税は適用なし

給与に係る個人所得税額
実務上、原則として現金主義が適用されるため
按分計算なし
（80,000－4,800）×35%－5,505＝20,815

 A氏はX1年4/1に日本を出国し、X1年4/20に給与80,000人民元
（130万円）の支給を受けた。

 A氏は、この給与のうちから個人所得税の納税を行う。
ケース
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②赴任時の賞与に対する課税（1/2）

【日本での課税】

日本勤務間対応分（国内源泉所得）
に対して非居住者として課税

課税対象所得金額 納付税額

賞与対象期間の日数＝182日
日本勤務期間の日数＝122日

260万円 X 122日 / 182日
＝ 1,742,857 円

1,742,857円 X 20.42％
＝ 355,891 円

日本出国時・帰任時に関わる日本と中国の個人所得税

Ⅰ中国個人所得税の概要およびケーススタディ
Ⅰ- 3 日本出国時・帰任時に関わる日本と中国の個人所得税－ケーススタディ－

 A氏はX年4/1に日本を出国し、X1年6/30に賞与16万人民元（260万円）の支給を受けた。
 この賞与は、「年次一括賞与」に該当しない。
 また、A氏は、6/20に給与8万人民元（130万円）の支給も受けている。
 A氏は、この給与のうちから個人所得税の納税を行う。

ケース

12/1 Ｘ1年 4/1 5/31 6/30
給与計算期間（182日）

出 国 支給日
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②赴任時の賞与に対する課税（2/2）

【中国での課税】
赴任後最初に支給される賞与に赴任前の計算期間の部分が含まれる場合
 賞与に対しては発生主義が適用される（按分適用可）。
 支給対象期間が明確であり、かつ、関連資料を所轄税務局に提供でき
る場合は、赴任後の勤務期間に対応する賞与金額のみが個人所得税
の課税対象金額となる。

賞与に係る個人所得税額（費用控除は適用済み）

53,333.33×35%－5,505＝RMB13,161.66

但し、4月/6月分は、企業所得税上、損金処理で
きない

日本出国時・帰任時に関わる日本と中国の個人所得税

Ⅰ中国個人所得税の概要およびケーススタディ
Ⅰ- 3 日本出国時・帰任時に関わる日本と中国の個人所得税－ケーススタディ－

 A氏はX年4/1に日本を出国し、X1年6/30に賞与16万人民元（260万円）の支給を受けた。
 この賞与は、「年次一括賞与」に該当しない。
 また、A氏は、6/20に給与8万人民元（130万円）の支給も受けている。
 A氏は、この給与のうちから個人所得税の納税を行う。

ケース

12/1 Ｘ1年 4/1 5/31 6/30
給与計算期間（182日）

出 国 支給日

2月
6月

160,000× ＝53,333.33
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③中国赴任中に受取る退職金に対する課税（1/2）

【日本での課税】
■非居住者源泉税：
退職時に非居住者であるため、居住者期間対応分（国内源泉所得）が課税の対象となる

■選択課税の適用による還付

日本出国時・帰任時に関わる日本と中国の個人所得税

Ⅰ中国個人所得税の概要およびケーススタディ
Ⅰ- 3 日本出国時・帰任時に関わる日本と中国の個人所得税－ケーススタディ－

 A氏は、X3年3/31付で定年を迎え、4/5に日本本社より退職金6,600万円（400万人民元）の支給を受けた。
 A氏の勤務期間は38年であり、うち中国での勤務期間は2年である。
 A氏は、定年後も嘱託社員として勤務し、当初の契約どおり、X6年3/31まで中国に居住する予定である。
 A氏は、4/20に給与8万人民元（130万円）の支給も受けている。
 A氏は、この給与のうちから個人所得税の納税を行う。

ケース

6,600万円 X 36 年 / 38 年＝ 62,526,315 円
62,526,315円 X 20.42% ＝ 12,767,873 円

退職所得控除額 （38年 - 20年） X 700,000円＋8,000,000円＝ 20,600,000円

退職所得金額 （66,000,000円 - 20,600,000円） X ½ ＝ 22,700,000円

課税額 （22,700,000円 X 40% - 2,796,000円） X 102.1％＝ 6,415,964円

還付額 12,767,873円－ 6,415,964円＝ 6,351,909円
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③中国赴任中に受取る退職金に対する課税（2/2）

【中国での課税】
■退職金に対する課税
中国での居住期間が1年以上、5年以下の居住者に該当するため、中国国内源泉所得、即ち中国勤
務期間に該当する部分にのみ給与所得として課税

中国国内源泉所得

退職金に係る個人所得税額（費用控除は適用済み）

■5年超の居住者に該当する場合は？対応策は？

日本出国時・帰任時に関わる日本と中国の個人所得税

Ⅰ中国個人所得税の概要およびケーススタディ
Ⅰ- 3 日本出国時・帰任時に関わる日本と中国の個人所得税－ケーススタディ－

 A氏は、X3年3/31付で定年を迎え、4/5に日本本社より退職金6,600万円（400万人民元）の支給を受けた。
 A氏の勤務期間は38年であり、うち中国での勤務期間は2年である。
 A氏は、定年後も嘱託社員として勤務し、当初の契約どおり、X6年3/31まで中国に居住する予定である。
 A氏は、4/20に給与8万人民元（130万円）の支給も受けている。
 A氏は、この給与のうちから個人所得税の納税を行う。

ケース

210,526.31×45%－13,505＝RMB81,231.83

4,000,000 × ＝210,526.312年
38年
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④帰任時の給与に対する課税（1/2）

【中国での課税】
給与に係る個人所得税額
実務上、現金主義が適用されるため、納税義務なし

日本出国時・帰任時に関わる日本と中国の個人所得税

Ⅰ中国個人所得税の概要およびケーススタディ
Ⅰ- 3 日本出国時・帰任時に関わる日本と中国の個人所得税－ケーススタディ－

 A氏は、X6年3/31に日本に帰国し、X6年4/20に給与100万円
（60,000人民元）の支給を受けた。

 A氏は、この給与のうちから個人所得税の納税を行う。
ケース

6/16 Ｘ6年 3/31 4/15 4/20
給与計算期間

帰 国 支給日
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④帰任時の給与に対する課税（2/2）

【日本での課税】
帰国後は居住者であるため、給与100万円全額が課税の対象となる

日本出国時・帰任時に関わる日本と中国の個人所得税

Ⅰ中国個人所得税の概要およびケーススタディ
Ⅰ- 3 日本出国時・帰任時に関わる日本と中国の個人所得税－ケーススタディ－

 A氏は、X6年3/31に日本に帰国し、X6年4/20に給与100万円
（60,000人民元）の支給を受けた。

 A氏は、この給与のうちから個人所得税の納税を行う。
ケース

3/16 Ｘ6年 3/31 4/15 4/20
給与計算期間

帰 国 支給日
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⑤帰任時の賞与に対する課税（1/2）

【中国での課税】
帰任後に支給される賞与に中国赴任中の計算期間
の部分が含まれる場合
 賞与に対しては、発生主義が適用される。
よって、賞与のうち、帰任者の中国での勤務期間に対応する
部分について課税

賞与に係る個人所得税額（費用控除は使用可）

（80,000－4,800）×35%－ 5,505＝ RMB20,815

4月
6月

120,000× ＝80,000

日本出国時・帰任時に関わる日本と中国の個人所得税

Ⅰ中国個人所得税の概要およびケーススタディ
Ⅰ- 3 日本出国時・帰任時に関わる日本と中国の個人所得税－ケーススタディ－

 A氏は、X6年3/31に日本に帰国し、
X6年6/30に賞与200万円（12万人民元）の支給を受けた。

 この賞与は、「年次一括賞与」に該当しない。
 A氏は、この給与のうちから個人所得税の納税を行う。

ケース

12/1 Ｘ6年 3/31 5/31 6/30
賞与計算期間

帰 国 支給日
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⑤帰任時の賞与に対する課税（2/2）

【日本での課税】
帰国後は居住者であるため、賞与200万円全額が課税の対象となる

但し、中国勤務期間に対応する金額に対して中国で課税された場合、日本で中国勤務期間に対応
する金額に対する所得税を上限として外国税額控除を受けることができる

日本出国時・帰任時に関わる日本と中国の個人所得税

Ⅰ中国個人所得税の概要およびケーススタディ
Ⅰ- 3 日本出国時・帰任時に関わる日本と中国の個人所得税－ケーススタディ－

 A氏は、X6年3/31に日本に帰国し、X6年6/30に賞与200万円
（12万人民元）の支給を受けた。

 この賞与は、「年次一括賞与」に該当しない。
 A氏は、この給与のうちから個人所得税の納税を行う。

ケース

12/1 Ｘ6年 3/31 5/31 6/30
賞与計算期間

帰 国 支給日



Ⅱ
『PE課税の概要および事例』

山口 祐二
インターナショナル コーポレート タックス シニアマネージャー

甘 小月
インターナショナル コーポレート タックス シニアマネージャー



PE課税の概要
Ⅱ- 1
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人事部の領域

経理部の領域

PEの問題とは 個人所得税、企業所得税

Ⅱ PE課税の概要および事例
Ⅱ- 1 PE課税の概要

中
国
個
人
所
得
税

PEに該当
短期滞在者
免税要件満た
さない

中国で
課税権あり

申告漏れの
可能性

企
業
所
得
税

PEに該当 中国で課税 日本で
外国税額控除

本来課されるも
のなのか？
外税控除できる
のか？

人事部と経理部の連携ができているか？
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外国企業の従業員が中国国内で勤務する場
合は、その勤務から生ずる報酬については、中
国で租税を課することができる。以下の全ての
条件を満たす場合は、中国にて個人所得税の
課税を行なわないことができる。

① 年間(1月1日～12月31日)の勤務滞在日
数が183日以下であること

② 報酬等の支払者(雇用者)が中国の居住者
でないこと

③ 雇用者が中国に有するPEによってその報酬
等が負担（付替え）されるべきでないこと

PE認定が行なわれた場合、左記の条件を満た
さないこととなるため、技術者が中国国内に入国
した、又は、業務を開始した最初の月から、中
国から出国する最後の月までの期間について、
個人所得税の納税義務が生ずる

給与所得に対する超過累進税率:

5% - 45%

日中租税条約上の取扱い（第15条）

Ⅱ PE課税の概要および事例
Ⅱ- 1 PE課税の概要

③の要件を
満たさない
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 企業所得税
 増値税及び附加税
 個人所得税

 短期であれば課税なし
 プロジェクト毎判定で長期と
みなされるリスクあり

 企業所得税
 増値税及び附加税
 個人所得税（既に課税済）

中国出向者PE課税 人員派遣の類型

Ⅱ PE課税の概要および事例
Ⅱ- 1 PE課税の概要

人員派遣の形態は、以下のように大別され、それぞれPE課税に関連して留意点が異なる。

長期出張者

 長期出張による中国への派遣

 6ヶ月を超えるプロジェクトに
ついて認定

 183日ルール
（個人所得税）の適用なし

短期出張者

 一人一人が短期であっても、
プロジェクトが6か月を超えてい
れば長期出張者と同様の取
扱いになる

 プロジェクト毎で判定

 プロジェクトの区別が課題

出向者

 出向形態を取りつつも実質的
に派遣企業のために活動する
従業員を派遣企業の従業員
とみなしてPE認定を行う。

 2010年 75号通達に概念
及びガイドライン制定

 その後規定補強済み
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PE

“Permanent
Establishment”とは、中国非
居住者企業が事業を行うため
に中国国内に設けた、一定の
施設及びそれに準ずるものをい
い、日本語では、「恒久的施
設」 と表現されるもの。

日中租税条約には、このPEに
該当するものとして、事業の管
理の場所、支店、事務所、工
場、作業場等の固定的施設
が列挙され、その他、建設工
事現場等、コンサルティング役
務の提供、日本企業に代わっ
て契約を締結する権限を有し、
反復的に行使する従属的な
代理人等の人的組織もPEに
該当するものとして規定されて
いる。

これらのような固定的施設又は
人的組織を有していても、その
活動内容が本社のための商品
の購入、保管、展示、引渡し、
現地での情報収集、その他準
備的又は補助的な性格の活
動である場合は、PEに該当し
ないと日中租税条約には記さ
れている。

PEとは？

Ⅱ PE課税の概要および事例
Ⅱ- 1 PE課税の概要

日中租税条約上の取扱い
（第5条） 日中租税条約上のPE PEに該当しない活動
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日本企業が同様の、又は関連
するプロジェクトのために中国に
人員を派遣し、エンジニアリング
サービス、設計、スーパーバイジ
ングサービス、技術支援サービ
ス等のコンサルティング役務の
提供を行う場合で、そのコンサ
ルティング役務の提供期間が、
任意の12ヶ月間のうちの6ヶ月
を超えるときは、中国における
PEとして認定される。

 国税局からの明確な説明なし

 実務上は、特定のプロジェク
トの商業的、及び地理的な
見地から判断

 同一の地域で、同一の中国
子会社に対し提供される異
なるタイプの技術サービスは、
同一のプロジェクトとみなされ
る可能性が高い

 任意の12ヶ月間とは、年度
の制限を受けず、年度を超
えて計算され、そのコンサル
ティング役務の提供契約を
履行した日より起算して12ヶ
月間において、その役務提
供が累計で6ヶ月を超えるこ
とをいう。

 6ヶ月基準の計算方法につ
いて、実務上は、1ヶ月のうち
1日でも存在すれば、1ヶ月と
算定される可能性あり。

コンサルティング役務の提供

Ⅱ PE課税の概要および事例
Ⅱ- 1 PE課税の概要

中国においてのPE認定 「同様の、又は関連する
プロジェクト」とは？ 6ヶ月の判断基準
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海外送金に係る手続の変更 改正の概要（参考）

Ⅱ PE課税の概要および事例
Ⅱ- 1 PE課税の概要

2013年9月1日よりサービス貿易等に係る外貨送金の仕組みが変更になり、旧規定における送金時の税務証明
の取得は不要となり、届出制度に移行される。

送金プロセスの大幅改善

改正の
影響

納税者のペナルティリスク増大

 サービス貿易等の送金
 一部除外項目あり
 1件当たり3万USD相当額超の対外支払
 税務証明の取得、銀行への提出が必要
 当局担当官に対するプレッシャー
 送金時間の著しい遅延

旧規定（税務証明制度）

 サービス貿易等の送金
 一部除外項目あり（より広範囲）
 1件あたり5万USD相当額超の対外支払
 届出制度（税務証明不要）
 送金プロセスの大幅な改善
 事後調査
 追加納税によるペナルティのリスク
 企業による説明責任の負荷

新規定（届出制度）

改正
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出張者PE課税の例

Ⅱ PE課税の概要および事例
Ⅱ- 1 PE課税の概要

出張者
派遣 役務提供に

係るチャージの
支払

役務の提供

A社

中国子会社

【新会社の
設立準備業務】
 設立予定地の視察
 地質調査
 各種申請手続
 仮事務所契約

【工場
立ち上げ業務】
 工場建設
 機械据付け
 品質管理
 全工程の管理監督

前 提
 A社は、中国子会社設立にあたっての準備
手続きのため、及び新工場の立ち上げのた
めに出張者を派遣する。

 出張者は、設立準備から工場立ち上げ任
意の12ヶ月のうち、6ヶ月を超えて中国国
内に滞在する。

 A社は、新工場立ち上げに関する役務提
供部分につき、対価を請求する。

PE認定に伴う課税関係
 「みなし利益率」に基づく企業所得税課税
 PEに帰属するものとみなされる収入に対し
て増値税課税

 PEに関与した人員に対する個人所得税課税

日本

中国
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中国出向者PE課税の例 出向者PE問題が浮上した経緯

Ⅱ PE課税の概要および事例
Ⅱ- 1 PE課税の概要

会社側の理解

 日本本社は、中国現法へ出向者を派遣し、出向
者は中国現法の業務に従事する。

 日本本社は、出向者に対する留守宅手当等の日
本円払い給与7を出向者の日本口座へ支払う。

 日本本社は、出向者のために支払った立替金7の
精算として、中国現法から送金を受ける。この送金
は、既に10の金額に対して個人所得税を納付して
いるため、個人所得税の納税証明書を用いて送
金が可能。

日本

中国

出向者の派遣

日本円払い給与 7

差額給与の送金 7

中国現法

日本本社

出向者中国現法の
業務のために

派遣

人民元払い給与 3

出向者
日本口座

出向者
中国口座

税務当局側の理解

 日本本社は、中国現法へ出向者を派遣しているが、その
出向者は日本本社に利益をもたらすことを前提として派遣
されている。

 日本本社は、派遣出向者が中国現法のために行った役務
提供に係る対価として、中国現法より送金を受ける。

 出向者は、日本本社のPEと認定され、中国か課税権をもつ。

PE認定が行なわれた場合の課税関係
 その送金金額に対して「みなし利益」に基づいて企業所得
税課税

 みなし収入に対して増値税課税

日本

中国

出向者の派遣
役務提供対価の送金

中国現法

日本本社

出向者日本本社の
業務のために

派遣
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PE課税問題の検討ポイント

Ⅱ PE課税の概要および事例
Ⅱ- 1 PE課税の概要

Point 1
出張者PEの課税問題

 6ヶ月の判定：
プロジェクトを区分できるか

国内業務と国外業務の判定：
海外業務と証明できるか

個人所得税の問題：
申告処理の煩雑さ、短期滞在者免税
の不適用

Point 2
出向者PEの課税問題

出向契約書及び雇用契約書の整備：
関連公告に即した対応

評価方法や社内文書の整備

立替給与精算に関するスキームの検討：
当局との争いを避ける

外貨送金手続き変更に伴う影響



PE課税の事例
Ⅱ- 2
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中国子会社

ケース1：役務サービスPE 技術援助サービスに関する実例

Ⅱ PE課税の概要および事例
Ⅱ- 2 PE課税の事例

技術譲渡契約の締結

ケースの背景
 日本A社は中国華南子会社と技術譲渡契約を締結。

 契約内容は、製造技術の提供及び技術者派遣による技術指
導の実施。製造技術の提供に関する対価は、ロイヤルティ－と
して、技術指導による対価は、日当30,000円にて回収予定。

 技術指導期間が任意の12ヶ月のうち、6ヶ月を超えたため、
PE認定。

海外

中国

日本親会社A

製造技術

役務の提供

12ヶ月中、
6ヶ月を越えて
提供

PE認定

サービス
料

ロイヤリ
ティ

 製造技術の提供
 技術者の派遣 PE認定に伴う課税関係

 PEの認定はロイヤルティーの条款より優先的に適用し、
技術指導がPE認定をうける可能性

 PEに帰属される技術指導料に対して「みなし利益率」を用
いて企業所得税課税

 役務提供対価×みなし利益率（15%～50％）×25％

 派遣技術者の給与について個人所得税課税。

問題
 PEに帰属する収入を、技術指導者による対価のみに留め
ることは可能か？

 これらを単独のプロジェクトと見ることは可能か？
 可能な税務プランニングは？



64© 2016 KPMG Tax Corporation, a tax corporation incorporated under the Japanese CPTA Law and a member firm of the KPMG network of independent member firms 
affiliated with KPMG International Cooperative (“KPMG International”), a Swiss entity. All rights reserved.

Document Classification: KPMG Public

ケース2：役務サービスPE 設備販売に伴う据付サービスに関する実例

Ⅱ PE課税の概要および事例
Ⅱ- 2 PE課税の事例

ケースの背景
 日本のA会社は中国の現地企業と設備販売契約書を締
結した。関連契約書に基づき、A社は現地企業に設備を
輸出し、且つ設計、輸送、据付、テスト等のサービスを提供
している。

 A社は現地でSV役務サービスを行うため、日本から従業者
を中国に派遣し、中国現地で業務を提供していた。

 当該中国における業務は、通算すると6ヶ月を超え、中国に
派遣された従業者のうち、中国滞在期間が183日を超えた
従業者、中国において個人所得税の申告納税を行ったも
のの、他の中国滞在期間が183日を超えていない従業者
について、中国における個人所得税の申告納税は行ってい
ない。

 中国現地の国税当局から、全体の輸入契約金額の内、
契約金額合計額の15%以上が役務サービスとして取扱う
べきであり、中国でPEを構成したので、その役務サービス金
額について20%のみなし利益率で企業所得税を納付すべ
きと指摘されていた。

日本

中国

中国現地の
第三者企業

対価
支払

設備
輸出

SV役務
サービス
提供

PE認定受けた場合の課税関係
 企業所得税の二重納付
 設備輸入と税務サービスの二重流通税課税
 183日ルールの適用なし
 中国で個人所得税の月次申告義務が発生

日本親会社A
国際役務
認定？
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役務サービス（短期出張者）のPEリスクへの対応ポイント

Ⅱ PE課税の概要および事例
Ⅱ- 2 PE課税の事例

短期出張者PEリスク管理

人事部での出張期
間（合計6か月超え
ない）の管理

複数プロジェクトが
“同様の、または関
連する”と認定されな
いように、役務サービ
スのプロジェクトに対
する定義

契約書やインボイスな
どの書面資料の整備
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改善前

ケース3：出向者によるPE実例（1/2）

Ⅱ PE課税の概要および事例
Ⅱ- 2 PE課税の事例

ケースの背景
業務：親会社A社はその従業員を現地法人B社の総経理
及び副部長（出向者C）として派遣し、管理業務に従事させ
る。

契約関係
 雇用契約：A社は出向者Ｃと雇用契約を締結する。
 出向契約：A社とB社は出向契約を締結する。
 B社は出向者Ｃと労働契約を締結していない。

費用負担及び中国個人所得税
A社は出向者Ｃの給与賃金を立て替え支給してからB社に
全額を請求している
 中国個人所得税：給与、賞与全額申告済み
 中国社会保険料：未納付

採用プロセス：採用プロセスについて、説明できる書面資料が
不足しており、A社が出向者の選考及び任命に対する実質的
な決定権を有する。

給与賃金設定：B社はA社の賃金給与制度を参照して決定
する。 B社の総経理は出向者の給与賃金の決定プロセスに関
与している。

人事評価：B社とA社は両方とも出向者に対する人事評価
及び管理において決定権を有すると示している。 B社は出向
者に対する人事評価が現地社員と異なり、関連の人事評価
資料（例えば評価表、プロセス）が欠けている。

日本

中国 立替
給与の
支払

給与

個人C

税務当局より出向者PEを構成したと指摘され、企業所
得税を支払わないと、立替給与の支払がストップされる。

雇
用
契
約

出
向
契
約

雇用意向書

給
与

給
与

日本親会社A

中国子会社B
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改善後

ケース3：出向者によるPE実例（2/2）

Ⅱ PE課税の概要および事例
Ⅱ- 2 PE課税の事例

KPMGの提示した改善案
 B社は出向者Cと正式な労働契約を締結し、
外国人就職証明書を申請する際に、労働局
で登録する。契約にて出向者CのB社における
勤務期間内の権利、義務及び給与アレンジメ
ントなどを明記する。

 B社は出向者給与を現地で支払う。
 B社は出向者の中国社会保険料を源泉納付
する。

 B社は既存の出向者派遣契約書などの資料
を修正し、出向者の招聘決定権や人事評価
権限等をB社に帰属させ、 B社により人事管
理を行う旨を明記する。

日本

中国

日本親会社A

個人C

中国子会社B

出
向
契
約

労働契約

雇用契約

給与

③
文言の
修正

③
文言の
修正

②
現地支給

①
労働契約
の締結

現地国家税務局との確認結果
修正後のアレンジメントは外国籍従業員の雇用
実質と同一である場合、国際役務提供による
PE問題がないと基本的に認めている。
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出向者PEリスクへの対応ポイント

Ⅱ PE課税の概要および事例
Ⅱ- 2 PE課税の事例

出向者PEリスク管理

真の雇用主に関する問題及び
企業の処理について、整理及
び詳細な分析を行う。

社内の管理制度を完備する。

十分なサポート文書・
資料を準備する。

専門家に問い合わせ、
相談する。



Ⅲ
『中国個人所得税に関する
調査事例および最新動向』



中国における個人所得税調査概要
Ⅲ- 1
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中国税務当局の組織図

中国税務当局の組織図

Ⅲ中国個人所得税に関する調査事例および最新動向
Ⅲ- 1 中国における個人所得税調査概要

国家税務総局（中央）

国家税務局 地方税務局
（所得税の徴収管理）
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税務当局調査案件の選定手段

Ⅲ中国個人所得税に関する調査事例および最新動向
Ⅲ- 1 中国における個人所得税調査概要

税務調査の起因

現在と過去の
財務データに
対する

照合・分析

上級当局の
指示による

税務違法案件の
立案

上級当局が
要求する

税務専門調査

当局の
他の部署に
引き渡された
税務案件

第三者からの
告発

他の
政府部門に
引き渡された
情報

公開の情報 相手国との
情報交換
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税務調査の一般なプロセス

執行

調査案件の税務当局内部プロセス

Ⅲ 中国個人所得税に関する調査事例および最新動向
Ⅲ- 1 中国における個人所得税調査概要

•選案部門が『税務調査
立案申請書』を作成

•調査部門に提出

•企業へ『税務調査通知書』
を発行

•企業資料（帳簿を含め）
に対する調査

•税務調査資料の作成
• 『税務事項通知書』の発行
• 『税務調査報告書』の作成
•調査開始60日間以内完了
•完了から5日間以内に審
理部門へ提出

• 15日間以内に審理意見を
下す

•違法の場合、『税務処理
決定書』を発行

•行政処罰に至る場合、『税
務行政処罰決定書』を出す

•犯罪の嫌疑がある場合、
司法機関へ移送

•違法がない場合、『税務調
査結論』を発行

•税務文書の送達
•被執行者が行政不服
申立て又は起訴可能

審理調査案件選定

 当局内部の調査プロセスが厳しく決まっており、かつ、案件の選定、調査、内部審理チームがそれぞれ調査プロセスを
設定されている

 上記プロセスを経た正式な調査案件では、通常罰金と延滞金が課され、追徴期間も長い
 移転価格調査や税関調査は、全国一斉調査に発展する可能性がある
 税務調査案件は通常経験豊富の専門調査官により主導されるため、企業側は長い時間をかけて、調査対応で人的
資源の投入と大量な資料を提出しなければならない
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税務リスクの顕在化による損害

Ⅲ中国個人所得税に関する調査事例および最新動向
Ⅲ- 1 中国における個人所得税調査概要

税務
リスクの

顕在化による
損害

プランニング
不備の
起因による
過剰納付

追徴、
行政罰金
による
経済損失

重要な
戦略が
スムーズに
実施不可

グループ
全体或いは
親会社への
影響

企業イメージ
の損傷

重大税務
問題による
法律上の
責任

具体的な損害(例）
企業のイメージ・ダウン：
 マスコミで報道される可能性；
 中国子会社は政府部門での与信ランキングが下がる。
追徴、行政罰金による経済損失：
 延滞金：一日当たり0.05%の延滞金が課される（年利

18.25%）；
 罰金：納税者に対し、追徴税額の50%～5倍の罰金；源泉徴収
義務者に対し、追徴税額の50%～ 3倍の罰金が課される可能性

 追徴期間：税務徴収管理法上の追徴可能期限は通常3年、
特別な場合では5年、また脱税、税回避及び税金の騙し取りと
認定された場合は期限なし

重大税務問題による法律上責任：
 「脱税罪」－脱税額が納税額の10％以上の場合、3年以下の有
期懲役と罰金を科すことができる。脱税額が巨額かつ納税すべき額
の30％以上の場合、3～7年の有期懲役と罰金を科すことができる。

 税務管理法細則に基づき、納税者或いはその法定代表者は出
国する前、関連の税金と延滞金を支払わず、或いは相応の担保
を提供していない場合、税務機関は入国出国管理機構に通知
し、出国を阻止することができる。

グループ全体或いは親会社への影響：
 移転価格調査、個人所得税調査或いは社会保険料の問題は、
全国一斉調査に発展する可能性

 「日中租税条約」の情報交換規則により、海外親会社まで情報
の開示が要求される可能性



調査事例
Ⅲ- 2
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ケース1：183日の計算に関する実例（1/2）

Ⅲ 中国個人所得税に関する調査事例および最新動向
Ⅲ- 2 調査事例

暦年に対する租税条約上の定義

継続する12か月：
香港、韓国、シンガポール、マカオ、
ニュージーランド

暦年（1月から12か月）：
日本、アメリカ、フランス、カナダ、ドイツ

香港親会社

中国子会社B

日本親会社

日本からの出向

香港からの出向
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ケース1：183日の計算に関する実例（2/2）

Ⅲ 中国個人所得税に関する調査事例および最新動向
Ⅲ- 2 調査事例

2015年 中国滞在日数
1月 1

2月 1

3月 15

4月 13

5月 16

6月 17

7月 15

8月 14

9月 16

10月 17

11月 15

12月 14

合計 154

2016年 中国滞在日数
1月 15

2月 15

3月 15

4月 16

5月 10

6月 10

7月 5

8月 5

9月 1

10月 2

11月 1

12月 1

合計 96

185日
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ケース2：日本支給分の未申告実例

Ⅲ中国個人所得税に関する調査事例および最新動向
Ⅲ- 2 調査事例

 月額支給総額5万元の内、日本支給額50万円/月（3万元相当）、中国現地支給額2万元/月。
 年に2回の賞与（6月と12月）、それぞれ毎回10万元（167万円相当）を取得。
 中国現地支給分のみ中国で個人所得税が申告している、年に2回の賞与の内、夏期賞与のみ
中国で申告。 為替レート：1日元=0.06人民元

背景

項目 公式 計算

毎月の個人所得税額 A [(50,000-4,800-5,505)/(1-35%)]×35%-5,505=15,869元

毎月納付済みの税額 B [(20,000-4,800-1,005)/(1-25%)]×25%-1,005=3,727元

毎月の過少納税額 C=A-B 15,869-3,727=12,142元

賞与の過小納税額 D [100,000/(1-45%)] ×45%=81,818元

１年の合計過少納付金額 E＝C×12+D 12,142×36+81,818= 227,522元 （約380万円）

 過去５年間の過少納付額が追徴された
 延滞金と罰金とも課された
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ケース3：当局のウェブサイトで掲載する個人所得税調査実例

Ⅲ中国個人所得税に関する調査事例および最新動向
Ⅲ- 2 調査事例

中国武漢市地方税務当局の
Websiteに公表された追徴課税事案

 約50名の外国籍従業員を有する某外資
企業は、外国籍従業員の給与を中国国
内支給と海外支給分に分けて支給してい
ます。関連する租税条約と中国の個人所
得税法に基づき、中国国内外の給与の全
額について、中国で個人所得税を納付す
る義務があるものの、中国国内支給分の
み納税申告していたため、過少納付が発
生しています。

 中国税務当局は現地会社への税務調査
において、個人所得税を過少納付を認定
し、2013年1月から2014年3月までの給
与賃金に対し、合計2000万人民元（4
億円相当）の個人所得税を追徴し、罰
金と延滞金とも徴収しました。



最新動向
Ⅲ- 3
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01 外国人就労管理制度改正 - 外国人就労者のランク分け、各種就労証書の統一

Ⅲ 中国個人所得税に関する調査事例および最新動向
Ⅲ- 3 最新動向

10/1より、試験運用地区にて運用開始（北京市、天津市、河北省、上海市、安徽省、山東
省、広東省、四川省、寧夏回族自治区）。2017年4月から全国実施。

そのうち、10/10に成都市、10/11に上海市が正式に実験を開始

分類方法

様々な項目を総合的に判断する点数制度であるが、具体的指針は未だ不明。
移民受け入れに伝統のある国のポイント制を参考としており、参考となるグリーンカード取得に係
る現行の「外国籍高級人材」認定基準は、年間給与総額、個人所得税納付額、所属産業、
担当業務、職責、技能、学歴、中国語レベル、在中国年数等が総合的に勘案されるのではな
いかと言われている。

適用時期

A類

高級人材
（奨励、積極的に誘致）

B類

専門人材
（許可管理）

C類
その他

制限管理。一時的、季節的、非技術
またはサービスの業務に従事する外国人
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親会社側の対応

01 外国人就労管理制度改正

Ⅲ中国個人所得税に関する調査事例および最新動向
Ⅲ- 3 最新動向

本社の中国人事戦略に対する検討、どの
ように外国籍人材を安定的に中国に派遣
するか、育成するかがが重要に

個人所得税の過少納付が、人事戦略に
も影響を及ぼす

二重雇用契約等の雇用アレンジメント 給与支払方法の見直し
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中国個人所得税法の改革

02 中国個人所得税法の改革

Ⅲ中国個人所得税に関する調査事例および最新動向
Ⅲ- 3 最新動向

収入の再分配機能を
強化

高収入層への
課税強化（不動産投資、
持分の所有者など）

個人所得税の
費用控除に対する修正

基礎控除に対する修正 一部の地方では商業的な
社会保険の控除が認められる
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増値税改革により、地方税務局の関心が個人所得税に集中
地方税務局の取り組み

03 外国人個人所得税課税強化

Ⅲ中国個人所得税に関する調査事例および最新動向
Ⅲ- 3 最新動向

月次源泉徴収申告におい
て、外国人所得税免税項
目に関する詳細な情報開
示が求められるケースが
増加

企業に対して、免税項目に関
する詳細な情報開示を自己
申告するよう求めるケースが
増加

一部地域において、外国籍
従業員に係る海外支払社会
保険料に関する課税強化

新しい電子徴税管理システ
ム、金税三期システムの導
入に伴い、各種手当・免税
項目に関する開示が強化さ
れる

金税三期システムの導入によ
り、企業間の給与アレンジメン
ト比較が容易になり（ベンチ
マーキング）

一部の地方税務当局は国家
税務当局を通して情報交換
を行っている
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04 強制的な海外社会保険費に係る個人所得税調査（1/2）

Ⅲ中国個人所得税に関する調査事例および最新動向
Ⅲ- 3 最新動向

個人所得算入の
取り扱い

国税発（1998）101号通達によれば、企業所得税上、課
税所得から控除していない中国国内で勤務する従業員のた
めに企業が支払う、または負担する海外保険費は、原則、
当該従業員の給与所得として計上し、『中華人民共和国個
人所得税』と国際租税協定の関連規定が適用され、個人
所得税を申告すべきであるが、そのうち、国家の関連法律に
より、雇用主が負担すべき強制的な社会保険費用は、所轄
税務機関の承認を得た後、従業員の個人所得に算入しなく
てもよい。

101号通達廃止後
国家税務総局公告2011年第2号において、101号通達が廃
止されて以降、雇用主が負担する海外の社会保険費用に対
して、個人所得税上の取り扱いに係る規定はまだ出ていない。

企業の負担上昇

2011年に新社会保険法が発効し、且つ101号通達も廃止
されて以降、中国就業の外国籍従業員のために、雇用主は
中国の社会保険を負担する一方、海外の社会保険に係る
中国の個人所得税も負担しなければならず、雇用コストを大
幅に上昇させる結果となった。

企業が直面する課題 税務局の意見
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私どもの意見

04 強制的な海外社会保険費に係る個人所得税調査（2/2）

Ⅲ中国個人所得税に関する調査事例および最新動向
Ⅲ- 3 最新動向

2011年1月4日

不明確

それから

1998年6月6日

不明確

それまで

国家税務総局公告2011年第2号国税発（1998）101号通達

国税発（1998）101号
通達



Thank you
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氏名 佐藤 孝始 Takashi Sato

所属 KPMG税理士法人 グローバルモビリティサービス

役職／資格 パートナー

経歴
1998年KPMG東京事務所に入所。多国籍企業に在籍する社員（外国人駐在
員／日本人）に対する個人所得税を中心に、給与体系、株式報酬制度、租税
条約、社会保障協定等に関する国際税務アドバイザリー業務に従事。
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